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１．北海道のESG地域金融推進における
三井住友信託銀行の役割
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ESG地域金融の中核機能

環境省の地域循環共生圏は地域
資源・地域課題を洗い出したもの

地域経済エコシステム

2021年3月31日、金融庁と環境省が連携し「持続可能な地域経済社会
の活性化に向けた連携チーム」が発足

・ 金融庁監督局参事官、監督局総務課地域課題解決支援室
・ 環境省大臣官房審議官、大臣官房環境経済課・環境金融推進室

連携項目

① 地域経済エコシステムの形成に資する人的ネットワークの構築支援

② 地域課題解決に資する関係者とのパートナーシップの充実や人材の発掘・育成支援

③ 地域金融機関におけるSDGs/ESGの実践等を通じた持続可能な地域経済社会の
活性化に向けた取組支援

ESG地域金融の取り組み＝ベストプラクティスの追求
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ESG地域金融の３つのアプローチ

対象 検討・支援内容 想定される具体的な取組

地域資源・
課題

地域資源の特定
および課題解決策

• 地域資源を見極め顕在化あるいは予見される地域
課題の解決に向けたビジネスの創出

• 地域の長期戦略等を踏まえ、地域資源を活用した
課題解決につながる事業等をステークホルダーと
連携して検討

• 検討結果の実現に向けた支援を実施

主要産業
主要産業の持続
可能性の向上

• 地域の主要な産業やポートフォリオの多くを占める
産業など、地域金融機関にとって重要な産業が抱
える中長期的な動向（リスク・機会になりうる項目な
ど）を整理

• 特定した課題に対して、対象産業の方向性を踏ま
え、金融機関として持続可能な取組を促進するため
の支援策を検討・実施

個別企業 企業価値の向上

• 取引先企業を対象に、ESG要素を考慮した事業性
評価を実施し、リスク・機会を把握

• 事業性評価を踏まえ、企業価値の向上に向けた本
業支援を実施

（出所）ESG地域金融実践ガイド2.0より三井住友信託銀行が加筆

地域資源・課題に
関する個別企業と
の対話と対応

地域産業に紐付
いた地域資源・
課題への取組

グローバル視点
での産業分析を
踏まえ個別企業
との対話と対応
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地域脱炭素ロードマップ - 地域の実施体制と国の支援のメカニズム
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北海道の地域金融機関（銀行／信用金庫／信用組合）

【凡例】

地銀（2行）

信用金庫（20庫）

旭川市

稚内市

名寄市

根室市

釧路市

帯広市

岩見沢市

札幌市

滝川市

苫小牧市

浦河町

網走市
遠軽町

北見市

江差町

森町

伊達市

室蘭市

留萌市

深川市北洋銀行

北海道銀行

北海道信用金庫

空知信用金庫

旭川信用金庫

北星信用金庫

北門信用金庫

留萌信用金庫

北空知信用金庫

稚内信用金庫

大地みらい信用金庫

釧路信用金庫

帯広信用金庫

北見信用金庫

遠軽信用金庫

網走信用金庫

日高信用金庫

苫小牧信用金庫

室蘭信用金庫

伊達信用金庫

道南うみ街信用金庫

渡島信用金庫

信用組合（7組）

北央信用組合

札幌中央信用組合

ウリ信用組合

函館市

函館商工信用組合

十勝信用組合

釧路信用組合

美唄市

空知商工信用組合
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北海道地域環境事務所とESG地域金融の普及に加え、地域裨益を重視したモデル事業の形成や実施、インパ
クト評価支援等の連携を通じ北海道の地域課題解決の促進を図る連携協定を締結（2021年9月16日）

弊社と北海道地方環境事務所とのESG地域金融連携協定
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ESG地域金融連携協定における取組項目

（出所）環境省報道発表資料
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Technology-based Finance（TBF） Team（サステナビリティ推進部）

弊社のテクノロジー・ベースド・ファイナンス（TBF）について

専門分野の技術に関する深い知見（個人）＋知見の高度すり合わせによる創造性（チーム）が生む独自能力

技術的な観点からの
事業リスク分析

脱炭素に向けた革新
技術の目利き

テクノロジー起点の
インパクト分析

専門知識を生かした産
官学間の調整

専門分野の広範な
ネットワーク

社会実装金融：企業の持つ高度な技術（潜在的インパクト）の社会実装（インパクトの顕在化）を支援

①資格、②専門分野、③経歴
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開催中の「ESG地域金融と地域脱炭素に関わる研究会」

1月22日
11:00〜12:00

ご挨拶
北海道地方環境事務所

テーマ
「ESG地域金融に関わる動向や金融機関の役割・重要性等
について」

2月10日
11:00〜12:00

ご挨拶
北海道経済産業局

テーマ
「北海道における地域脱炭素の動向について」

3月 3日
11:00〜12:00

ご挨拶
北海道庁

テーマ
「北海道における地域脱炭素の進め方について」
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２．ESG地域金融の視点から見た北海道の脱炭素
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認識しておくべき気候変動の物理的な影響

（出所）北海道気候変動適応計画を当社が加工

（出所）札幌管区気象台ホームページ

北海道の気温の変化
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産業構造から見た北海道脱炭素の特徴

（出所）北海道データブック2021

製造品出荷額等の内訳
＜2019年度＞

（出所）北海道データブック2021

北海道

全国

１次産業
２次産業 ３次産業

１次産業（農林水産
業）は全国の3.6倍

２次産業のうち製
造業は全国の1/2

北海道は相対的に脱炭
素の負の影響が比較的
少ない

→（そもそも）製造業のウエイ
トが低い
→EV化等脱炭素の影響を
受けやすい輸送用機械（自
動車）のウエイトが低い
→影響を比較的受けにくい
食料品のウエイトが高い

産業別総生産の構成
＜2018年度＞

業種 割合

輸送用機械 21.1%

食料品 9.2%

化学 9.1%

生産用機械 6.5%

電気機械 5.6%

鉄鋼 5.5%

金属製品 4.9%

電子部品 4.4%

上記以外 33.6%

全国（2019年）

（出所）2020 年工業統計速報

農林水産業＆食品産業は
北海道経済の中核の一つ

再エネのポテンシャルを
考えると、移行リスクに
対して機会が大きいもの
と想定される
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家庭部門のCO2排出量から見た北海道脱炭素の特徴

（出所）環境省、令和２年度家庭部門のCO2排出実態統計調査（速報値）

家庭部門の熱需要を担う灯油の脱炭素は北海道特有の難しい課題となる
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北海道の再エネポテンシャル

太陽光発電導入ポテンシャル 全国１位
風力発電導入ポテンシャル 全国１位
中小水力発電導入ポテンシャル 全国１位
バイオマス産業都市の数 全国１位
地熱発電導入ポテンシャル 全国３位

北海道の再エネ導入ポテンシャル

（出所）NeoWins(NEDO)風況マップ

（出所）北海道環境生活部「北海道の気候変動対策について」

洋上風力（ポテンシャル）

2030年度の電源構成（エネルギー基本計画（2021年10月2２日閣議決定）

2030年度のエネルギー起源二酸化炭素の各部門の排出量の目安（地球温暖化対策計画案（7月26日））

水素アンモニア

2030年の電源構成（エネルギー基本計画）

洋上風力（エリア別導入イメージ）

（出所）経済産業省「洋上風力産業ビジョン（第１次）概要」



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 17

系統連系の弱点を補う水素について

北海道水素社会
実現戦略ビジョン

◼ 地産地消を基本とした
水素サプライチェーン
の構築

◼ 脱炭素で安全・安心な
地域づくり

◼ 環境産業の育成・振興

施策の三本柱

北海道の優位性

◆豊富な再生可能エネルギー
（全国トップクラスのポテン
シャル）

◆水素関連技術の開発・実証
◆事業化に適した立地環境

（出所）北海道水素社会実現戦略ビジョン(改定版)の概要
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（ご参考）当社のオンサイトでの低コスト水素製造の取り組み

• 水素は、発電・産業・運輸など幅広く活用されるカーボンニュートラルのキーテクノロジー。日本が先行し、欧州・韓国も戦略等を策定し、追随。今後は新たな
資源と位置付けて、自動車用途だけでなく、幅広いプレーヤーを巻き込む。

• 目標：導入量拡大を通じて、水素発電コストをガス火力以下に低減(水素コスト:20円/Nm3程度以下)。2050年に化石燃料に対して十分な競争力を有する水
準を目指す。導入量は2030年に最大300万トン、2050年に2,000万トン程度を目指す。
※ うち、クリーン水素(化石燃料＋CCUS、再エネなどから製造された水素)の供給量は2030年の独の再エネ由来水素供給量(約42万トン/年)を超える水準を目指す。

グリーン成長戦略における水素産業の実行計画

利用 ①水素発電タービン、②FCトラック、③水素還元製鉄

供給 ④水素運搬船等、⑤水電解装置（再エネが安い海外市場に輸出し、その後国内導入）

現状と課題 今後の取組

水電解装置：欧州企業が大型化技術などで先行

• 日本企業は世界最大級の水電解装置を建設するととも
に、要素技術でも世界最高水準の技術を保有

• しかし、更なる大型化を目指すための技術開発では、欧
州等、他国企業が先行

水電解装置：再エネが安い海外市場に輸出し、その後国内導入

• 国際市場展望：2050年までに毎年平均88GW分（約4.4兆円/年）の導入が最大見込まれる
• 大型化や要素技術の製品実装を通じたコスト低減による国際競争力強化
• 海外市場への参入障壁を低下させるべく、欧州等と同じ環境下における水電解装置の性能評価を国内で実施
• 一時的な需要拡大(上げディマンドレスポンス)を適切に評価し、余剰再エネなどの安価な電力活用促進

H2O

廃棄物処理場＋廃棄物発電所 水電解装置

未利用電力

O2

H2

副産物

副生物の販売
により水素の
製造原価を大
幅に引き下げ

北海道ならではの
水素の地産地消

弊社が全体スキームをコーディ
ネートし水素の製造コストを量産レ
ベルまで引き下げたプロジェクト
（環境省の補助事業として採択）

今後考えていきたいこと

オンサイトでのアン
モニア合成

燃料（自動車、船舶・・）

発電施設
（脱硝用）

肥料



Copyright © 2022 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 19

地域金融機関としての打ち手

（出所）ESG地域金融実践ガイド2.0
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ポイントとなる地域経済循環

視点１（分配）：稼いだ所得が住民の所得に届いているか 視点２（分配）：住民の所得が域内で消費されているか

視点３（投資）：域内に投資需要があるか視点４（経常収支）：地域内の需要を地域企業で賄うことができているか

（出所）環境省／価値総合研究所「地域経済循環分析の手引書」
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地域経済循環の好循環構造と悪循環構造

（出所）環境省／価値総合研究所「地域経済循環分析の手引書」
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つまりESG地域金融の視点から北海道を見ると…

再エネ
資源

⚫再エネ適地の少ない日本が
カーボンニュートラルを目指
す上で、北海道の再エネ資
源の活用は必須

⚫再エネ資源を活かし、地域を
発展させつつ、日本全体の
課題解決を目指す

移行
リスク

⚫既存産業への影響が比較的
小さい形での移行が可能

⚫日本及び世界にとっての移
行モデルを目指せる地

地域
金融

⚫地域課題を熟知し、地域の
自治体や企業と連携を密に
図れる地域金融が多く存在

ESG地域金融を推進し

脱炭素を武器に発展可能な

モデル地域
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（ご注意）

• 本資料は、情報の提供を目的として作成したものであり、取引勧誘を目的としたものではありません。

• 本資料は、作成日において弊社が信頼できると判断した情報等に基づいて作成したものであり、その情報の
正確性・確実性について保証するものではありません。また、今後の金融情勢・社会情勢等の変化により、内
容が変更となる場合がございます。

• 本資料を使用した結果について、弊社は責任を負いません。

• 本資料には、一定の前提に基づく概算数値が含まれる場合がございます。実際の適用に際しては正式な計
算を行う必要があり、その場合の結果は差異が生じる可能性がありますのでご留意ください。

• 本資料に係る一切の権利は、他社資料の引用部分を除いて三井住友信託銀行に属し、いかなる目的であれ
本資料の一部または全部の無断での使用・複製はお断りいたします。

• 本資料の内容に関して疑問に思われる点、ご不明な点等ございましたら、弊社にご照会くださいますようお願
い申し上げます。

代表メールアドレス：csr@smth.jp

サステナビリティ推進部

＜お問い合わせ先＞


